




























































を余儀なくされた。 一方、 財政上の独立性についは、 アメリ カの学校区と同様の機構を創設し教
育税を徴収して教育委員会が管理することを前提としたCIEに対して、市町村以外に特別の行政
単位を創ることはできないとしづ文部省の主張が通り、その代わりに 「二本建予算J制度を導入


























名、市 (区) IHT~寸 3------9 名 となっており 6。また建議を受けて文部省が作成した「地方教育行政
に関する法律案J(1947年1月 15Iヨ)でも、市町村・都道府県の教育委員の定数は人口規模に応
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